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文献から捉えた母子保健対策における保健師の役割
The Public Health Nueses’ Role in Maternal and Child Health Care: Literature Analysis Study
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要　旨

保健師の活動実績が公表されている「保健婦雑誌」第17巻（1961）から第56巻（2000）までの40巻の中から，母

子保健活動をテーマにし，かつ筆者に保健師又は保健師教育機関を含むの条件を満たす文献203件を選定した。

これらの文献を活動地域，筆者の所属，活動の対象，母子保健施策・制度の変遷を4期に区分した時代別に分

析した。その結果保健師の役割として①地域の全乳児を対象として各種の健康診査事業を実施する母子保健シ

ステムの展開に関与しており，受持地区の全乳幼児の健康管理に責任を果たすために保健師固有の専門技術を

駆使して公的保健サービスを住民に浸透させること，②公的保健サービスの質の向上，③専門技術サービスの

充実④乳幼児の生活を支える制度や社会資源の開発に貢献するが確認できた。

キーワード　保健師の役割，母子保健
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Ⅰ . 目　的

国が社会政策の一環として保健師事業を発展させた目

的には，人口施策確立要綱に基づいた人的資源の増強施

策を推進することが第一にあげられていた。その後，戦

後の混乱期を経て，新生児の訪問指導や3歳児健診など

次々と母子保健対策が打ち出され，1965年には，母子保

健法が公布され，母子保健の体系の原形ができあがって

いった。それらの施策の展開にあたっては，保健師がそ

の中心的な役割を果たしてきた。

その後，時代の変遷とともに母子保健をめぐる環境は

大きく変わり，健康問題の焦点も変化したことに合わせ，

母子保健法は1994年大幅に改正され，平成9年より，住

民により身近な母子保健サービスは，市町村で実施され

るようになり，今日に至っている。

このように，保健師の活動の中で母子保健活動は，少

子高齢化が進行した現在でもその中心的な活動であり，

次世代の国民の健康増進に向けて重要な役割を果たして

いる。

ここでは，1960年代以降の母子保健対策における保健

師活動の実績から，成果をもたらした保健師の役割を検

討する。

Ⅱ . 方　法

1. 対象

現在の保健師の活動は，住民の健康問題を解決するこ

とを目的として，個々の保健師がその配属や地域の社会

資源の状況の中で試行錯誤しながら方法，技術を開発，

研鑚し，専門性を確立していった経過がある。そこで，調

査する文献として，保健師の活動を報告した専門雑誌と

して「保健婦雑誌」を選定した。さらに，この中から，入

手可能な第17巻（1961）から第56巻（2000）までの40巻を

閲読し，①母子保健をテーマとしている，②筆者に保健

師または，保健師教育機関が含まれている，の二つの条

件を満たすものを選び出した。ただし，保健師学生の卒

業研究，養護教諭，産業保健師，医師，助産師，看護師

からの報告を除いた。

2. 方法

1） 選び出した文献を活動の地域，筆者の所属，活動対

象に分類する。

2） 分類した文献を母子保健施策・制度の変遷を考慮し

て，1961年（新生児訪問・3歳児健康診査開始）から

1970 年（心身障害者対策基本法施行）まで〔Ⅰ期〕，

1971年から1977年（1歳6ヶ月児健康診査の市町村

実施の開始）まで〔Ⅱ期〕，1978年から1996年（母子

保健サービスの市町村移譲前まで）〔Ⅲ期〕，1997年
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（母子保健サービスの市町村移譲）から2000年〔Ⅳ〕

の4期に分けて活動の目的・内容を分類する。

Ⅲ . 結　果

選び出した文献は，203件であった。

1. 年代別文献数

全203件の文献は，第Ⅰ期；1961年～1970年46件（22.7

％），第Ⅱ期；1971年～1977年38件（18.7％），第Ⅲ期；

1978年～1996年94件（46.3％），第Ⅳ期；1997年～2000

年まで25件（12.3％）であった。

2. 地域別文献数

報告された地域は，40都道府県にわたっていた。神奈

川県が27件で最も多く，大阪府26件，東京都25件，愛

知県11件，千葉県8件の順であった。

3. 所属別年代別文献数（表1）（図1）

筆者の所属は，保健所が132件で最も多く，ついで市

町村38件，保健所と市町村の共同が15件，県や政令市

の本庁7件，保健師の有志7件，保健師教育機関4件で

あった。筆者が保健師教育機関のみの4件と保健師の有

志による文献を除いた192件のうち，保健師のみの文献

が146件（76.0％）で，他職種や親の会との共同執筆が28

件（14.6％），大学との共同執筆18件（9.4％）であった。こ

れを年代別に見ると，Ⅰ期に比べ，Ⅳ期のほうが保健師

自身による報告が増えている。
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図2　年代別目的別文献割合

100%

80%

60%

40%

20%

0%
Ⅰ期� Ⅱ期� Ⅲ期� Ⅳ期�

援助方法�

実態調査�

活動報告�

制度・社会資源
の開発�

Ⅰ期�

Ⅱ期�

Ⅲ期�

Ⅳ期�

計�

37�

31�

86�

21�

175

計�年代�

6�

1�

9�

12�

28

活動�
報告�

実態�
調査�

事業�
評価�

援助�
方法�

資源�
開発�

22�

8�

20�

1�

51

7�

10�

23�

3�

43

1�

10�

22�

4�

37

1�

2�

12�

1�

16

表3　年代別目的別文献数

妊産婦 �

乳幼児 �

　低体重出生児�

　乳児�

　３歳児�

　幼児（３歳児以降）�

　乳幼児�

　障害児･病児�

母 �

学童・思春期 �

外国人母子 �

計�

28�

119�

8�

14�

18�

9�

31�

39�

15�

11�

2�

175

計�活動対象�

4�

14�

0�

2�

0�

1�

8�

3�

2�

6�

2�

28

活動�
報告�

実態�
調査�

事業�
評価�

援助�
方法�

資源�
開発�

13�

31�

5�

6�

9�

1�

6�

4�

5�

2�

0�

51

7�

33�

2�

3�

8�

6�

10�

4�

2�

1�

0�

43

2�

28�

0�

2�

1�

1�

6�

18�

6�

1�

0�

37

2�

13�

1�

1�

0�

0�

1�

10�

0�

1�

0�

16

表4　活動対象別目的別文献数



文献から捉えた母子保健対策における保健師の役割

3Yamanashi Nursing Journal Vol.1 No.2 （2003）

乳児学級の事業の見直し，乳幼児健診の事業評価，幼児

教室や育児教室の評価，療育相談の評価，小児喘息児の

生活指導方法，アレルギー児の集団指導方法，セルフケ

アグループ育成の評価などであった。対象は，乳幼児が

最も多かった（33件）。

③援助方法［37件］

糖尿病妊婦の援助方法，母乳栄養継続のための保健指

導方法，臍ヘルニアの保健指導方法，情緒障害児の保健

指導方法，砒素ミルク災害児の援助方法，気管支喘息児・

ファロー四徴症児・口唇口蓋裂児の援助方法などであっ

た。対象は，乳幼児が最も多く（28件），その中でも障害

児・病児が18件を占めた。

④活動報告［28件］（表6）

対象は，乳幼児に多く（14件），次に学童・思春期6件

などであった。

表6に活動報告の内容を示す。育児相談や育児教室な

どを含む乳幼児を対象とした活動報告は，Ⅰ～Ⅳ期を通

じて報告されていたが，障害児の療育のネットワーク形

成やアレルギー予防などの障害児･病児を対象とした活動

や思春期セミナーなどの学童･思春期を対象とした活動，

在日外国人を対象とした活動は，Ⅲ･Ⅳ期に報告されてい

た。母を対象とした活動報告は，Ⅳ期に報告され，その

内容は，地域での子育て支援に関する活動報告であった。

⑤制度・社会資源の開発［16件］

精神発達遅滞時の通所施設，障害児の療育指導の受け

皿づくり，障害児の支援体制づくり，重症心身障害児や

ダウン症児の療育の場の開設，乳児死亡0をめざした医

療・保健体制の整備など新しい制度や社会資源の開発に

ついての報告であった。対象は，乳幼児が13件で最も多

く，中でも障害児・病児が10件であった。年代別では，

Ⅲ期12件，Ⅱ期2件，Ⅰ期およびⅣ期各1件であった。

Ⅳ．考　察

1. 全乳幼児への保健サービスの浸透

わが国においては乳幼児期の生命と健康を守るために，

国，都道府県，市町村がその責任において，その地域の

全乳幼児を対象として各種の健康診査事業を実施する母

子保健システムを築いてきた。これらの健康診査事業は，

乳幼児の発達段階に応じて一定時期を輪切りにしてスク

リーニングするものであるが，同時に，その標準から遅

れた児や健康問題を持つ児，障害を有する児の早期発見，

早期対応のための保健指導の場となってきた。また，行

政の看護専門職として，それらのサービスが公平に行き

渡るために未受診者の未受診理由を調査したり，家庭訪

問を手段として，要観察者の追跡調査を実施するなど積

極的な支援が実施されてきた。

また，健康な妊娠，出産，育児に関する情報の提供や

4. 活動対象別文献数（表2）

活動対象別にみた文献数は，妊産婦28件，乳幼児119

件，母親15件，学童・思春期11件，外国人母子2件，そ

の他28件であった。最も多かった乳幼児を対象とした文

献の中では，障害児・病児が多く（39件），つぎに乳幼児

全般（31件），3歳児（18件），乳児（14件）の順であった。

　　　　

5. 活動目的別文献数

203 件の文献のうち，母子保健活動全般についての報

告28件を除いた175件の文献から読み取れた活動の目的

を分類すると，「実態調査」，「事業評価」，「援助方法」，「活

動報告」，「制度・社会資源の開発」の5つに大別され，実

態調査が51件で最も多かった。

1） 年代別目的別文献数（表3）（図2）

年代別に見ると，Ⅰ期では実態調査が最も多く（22件），

Ⅱ期では事業評価と援助方法が共に10件であった。Ⅲ期

では，事業評価（23件），援助方法（22件），実態調査（20

件）が多かった。また，Ⅳ期は，活動報告（12件）が過半数

を占めていた。

目的別文献数のⅠ～Ⅳ期の推移を図2に示す。実態調

査は，Ⅰ期が59％と最も多く，次いでⅡ期（26％），Ⅲ期

（23％），Ⅳ期（5％）の順であった。事業評価はⅡ期が32％

と最も多く，Ⅲ期（27％），Ⅰ期（19％），Ⅳ期（14％）であっ

た。援助方法もⅡ期が32％と最も多く，ついでⅢ期（26

％），Ⅳ期（19％），Ⅰ期（3％）であった。活動報告では，Ⅳ

期が57％と最も多く，次いでⅠ期（16％），Ⅲ期（11％），

Ⅱ期（3％）の順であった。制度・社会資源の開発では，Ⅲ

期が14％と最も多かった。

2） 対象別目的別文献数およびその内容（表4）

対象別に見ると，妊産婦では，実態調査が最も多かっ

た（13件）。乳幼児では事業評価が33件と最も多く，次い

で実態調査（31件），援助方法（28件）の順であった。母で

は，援助方法が最も多く，学童・思春期では活動報告が

多かった。また，外国人親子を対象とした2件はどちら

も活動報告であった。目的別に対象や内容について以下

に示す。

①実態調査［51件］（表5）

実態調査の対象では乳幼児が最も多く（31件），次に妊

産婦（13件）であった。

表5に実態調査のテーマを示す。母子保健活動の対象

となる妊産婦の生活実態や未熟児など乳幼児の発育・発

達，栄養，疾患，育児などの調査や健診未来所者を調査

した報告であった。妊産婦や未熟児，乳児，3歳児を対象

とした実態調査は，Ⅰ～Ⅲ期の各期で報告されていたが，

Ⅳ期では，高校生の食行動についての実態調査が1件の

みであった。

②事業評価［43件］

母親学級の評価や未熟児把握のための連絡票の評価，
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子どもの遊びとおもちゃ～母親のおもちゃの選択についての考察�

母親の離乳食作りの対する姿勢と離乳の進行�

沖縄の風疹障害児について�

14年目の訪問を終えて［森永砒素ミルク事件］�

地域における在宅障害児の援助方法に関する一考察～障害児の実態把握を通して�

鈴鹿HC管内の小児慢性特定疾患の実態と保健所の今後の取り組み�

大阪府の人工乳依存に関する研究～保健指導の視点�

母親の母乳に対する意識と行動の調査�

母親の母乳に対する意識と行動の調査（第2報）�

母親の育児に対する意識調査�

乳幼児を持つ母親の性教育に対する考え方～Health belief model を試みて�

丸森町乳児検診遠隔成績�

M県A高校の高校生のやせ志向と食行動に関する実態調査�

時　期�

�

�

Ⅰ�
�

�

�

�

Ⅱ�

�

�

Ⅲ�
�

�

Ⅰ�

Ⅱ�

�

Ⅲ�

�
�

Ⅰ�

�

Ⅱ�

Ⅲ�

�

�

Ⅰ�

�
�

Ⅱ�

�

�

Ⅲ�

�

Ⅰ�

�

Ⅰ�

�

�

Ⅲ�

�

Ⅰ�

�

Ⅲ�

�
Ⅱ�

�

Ⅲ�
�

�

Ⅰ�

Ⅳ�

テ　ー　マ�

学童思春期�

母�

障害児病児�

乳幼児�

幼児�

3歳児�

乳児�

未熟児�

妊産婦�

対　象�

表5　実態調査の対象別・年代別内容
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私の妊婦保健指導の経験～農山辺地の場合�

母親学級の検討～画一的でない母親学級を�

母親学級の検討～個別の要求を満たすもの�

横浜市戸塚区保健所におけるマタニティクッキング教室と土曜日両親教室�

乳児管理状況�

「仲間づくりの赤ちゃん教室」の展開�

緒方町における幼児学級の状況�

地区組織活動の1事例［育児相談］�

健康管理の徹底をめざして�

母子保健における統合・連携の問題�

子育てとは�

赤ちゃんダイヤル相談を実施して�

事例を通して保健婦の役割を考える�

ネットワークづくりと保健婦の役割�

地域で築きあげた子育てネットワーク�

地域で障害を持つ子を育てよう～職種間の連携を核に�

ハンディキャップ児を支えるネットワークづくり�

地域に密着することをめざしたアレルギー予防指導�

横浜市港南区保健所での子育て支援の取り組み�

保健所の子育て支援とコミュニティ形成�

保健所の思春期保健活動�

思春期保健の取組み～市と関係機関の連携を考える�

地域のニーズと保健所の新規事業の展開�

小児成人病健診�

足利市におけるピアカウンセリングの実践�

保健所における性の相談事業�

保健所における外国籍母子への取り組み�

在日外国人親子への支援について�

時　期�

�

Ⅰ�

�

Ⅳ�

Ⅰ
�
Ⅲ�

Ⅰ�

Ⅰ�

Ⅱ�

�

Ⅲ�

�

�
Ⅳ�

�
Ⅲ�

Ⅳ�
�

Ⅳ�
�

�

Ⅲ�
�

�

Ⅳ�

�
Ⅲ�

Ⅳ�

テ　ー　マ�

外国人�

学童思春期�

母�

障害児病児�

乳幼児�

幼児�

乳児�

妊産婦�

対　象�

表6　活動報告の対象別・年代別内容

健康相談の場を開設し，子どもを養育する家族の保健指

導にあたっていた。それらの支援は，個々の健康問題の

解決のみに留まらず，保健師の固有の地区活動として地

域の中に母子保健を推進させるためのネットワークを形

成するプロセスの一部として，改正された母子保健法下

の保健師活動へと引き継がれている。

これらの実績から，保健師には，受け持ち地区の全て

の乳幼児の健康管理に責任を果たすために保健師固有の

専門技術を駆使して公的保健サービスを住民に浸透させ

る役割を持っていることが確認できる。

　

2. 公的保健サービスの質の維持向上

乳幼児の健康診査，乳幼児教室，母親学級，療育相談

等の保健事業の実施過程や実績の見直しなど，その時代

の変遷とともに様々な角度からの評価が行われていた。

それは，絶え間なく変動する住民の健康問題を確認し，

ヘルスニードに即した保健事業の展開になるように改善

策を見出し，保健事業を充実させる活動である。つまり，

保健サービスの質の維持向上の役割を示している。

3. 専門技術サービスの充実

各種の健康診査で発見された数少ない疾病を有する児

や先天奇形を伴う障害児への対応を家族とともにわずか

な変化を探りつつ長期にわたって継続援助を重ねてきた

保健師の活動の実践例が報告されていた。試行錯誤で養

育者とともに解決策を探り，有効な援助方法を発見し，

それらの一連の活動をまとめて保健師同士で共有したり，

専門誌に公表して，普遍的な援助技術に高める努力が積

み上げられていた。個別的な支援は，次第に組織的な対

応へと発展し，さらに，他の健康問題の解決に向けた援

助方法の開発へとつながっている。このことは保健師固

有の専門技術の向上に寄与するものであり，さらには，

行政サービスの効果を高めることにつながっていくと考

える。

このように保健師には，行政の看護専門職として住民

サービスの向上に貢献する役割を持っていることが示唆

された。
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4. 乳幼児の生活を支える制度･社会資源の開発

乳児期，1歳6ヵ月，3歳などの定期的な健康診査で発

見された発達遅滞が疑われる乳幼児がその療育訓練など

のために利用できる資源が乏しい地域では，保健師が専

門医，児童心理や保育の専門家などを探し出し，協力を

得て，必要な経費を予算化する努力をし，幼児教室や療

育教室などの集団指導，訓練の場を作った活動が第Ⅲ期

（1980年代）に多く見られた。また，制度化されていない

ものや保健事業として実施されていない場合には，住民

にとって必要なサービスは，可能なところから保健師自

身が取り組み，その実績を報告公表し，そのサービスが

公的保健事業として組織化され定着していくように努力

していた。最近では，在日外国人の母子保健活動などが

これにあたる。また，母子保健の活動は，活動報告のテー

マにも見られるように疾病や障害の予防や療育の問題か

ら乳幼児を育てる家族の健全育成へとその目的も代わっ

てきており，問題解決にあたっては，医療はもちろん，教

育，福祉など多様な専門職，非専門職，機関との共同活

動が必要になってきている。このことは，保健師が，新

たな資源の開発に積極的に関わり，地域住民のニーズを

施策に反映させていく役割をになっていることを示すも

のである。

（本研究は，1998–2000年度文部科学省科学研究費補助

金基盤研究（B）「行政サービスの向上を促す看護の機能

拡大に関する基礎的研究」の成果の一部である）
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